自動車リサイクル法　引取業　登録申請の手引き
１ 趣旨等

（１）趣旨

「使用済自動車の再資源化等に関する法律」の施行により、使用済自動車の引取りを行おうとする者の登録申請を受け付けています。

（２）申請方法

① 事業所が奈良市以外の奈良県内にある場合が対象です。

② 登録申請については、持参による受付としていますのでご協力をお願いします。

③ 申請の受付

　　　　　〒６３０－８５０１　奈良市登大路町３０番地

奈良県庁　環境森林部　廃棄物対策課　産業廃棄物第二係

ＴＥＬ：０７４２－２７－８７４８
ＦＡＸ：０７４２－２２－７４８２

（３）登録の有効期間

登録の有効期間は、５年です。

２ 登録申請手続き（新規及び更新）

登録の申請を行う場合は、次の手続きが必要です。

引取業者登録申請書の提出
○ 次の申請書及び添付書類を作成し、提出してください。
申　請　書　引取業者登録（登録の更新）申請書（様式第１）
添付書類１　申請者を確認できる書類（いずれか該当するものを提出）

ア　申請者が法人の場合→商業登記簿謄本

イ　申請者が個人の場合
→住民票の写し（本籍の記載のある住民票抄本又は謄本）

ウ　申請者が外国人の場合
→外国人登録証明書の写し（登録原票記載事項証明書）

エ　申請者が未成年者の場合

　　→法定代理人の住民票の写し（本籍の記載のある住民票抄本又は謄本）

添付書類２　使用済自動車に登載されているエアコンディショナーに冷媒としてフロン類が含まれているかどうかを確認する体制を説明する書類（いずれか該当するものを提出）

ア　使用済自動車に搭載されているエアコンディショナーに冷媒としてフロン類が含まれているかどうかを確認する方法を記載した書類

添付書類２―１ に必要事項（事業所名称）を記載

イ　事業所における資格者の状況が確認できる書類

添付書類２－２ に自動車整備士、中古自動車査定士等の資格証等、業界団体等が行う講習の受講修了証等のいずれかの写しを添付

添付書類３　誓約書（申請者等が法に定める欠格要件に該当しないことを証明する書面）
添付書類４　登録状況報告書（登録済み登録番号又は登録申請中の状況報告書）
添付書類５　案内図→登録しようとする事業所の案内図
※　提出部数は、正本１通、副本１通（申請者控え）です。
※　登録申請手数料は、新規申請４，０００円、更新申請３，０００円です。

（登録申請手数料は、申請書に奈良県収入証紙の貼付となりますが、貼らずに持参してください） 。

なお申請書を受理した後に申請者の都合により申請を取り下げる場合や知事が登録を拒否した場合においては、奈良県収入証紙を返却しません。

※　商業登記簿謄本、住民票の写し（書類提出時点で発行後３か月以内のもの）はすべて原本の提出です。

※　登録が完了すると、廃棄物対策課からの登録通知書が交付されます。

※　各事業所に、標識（タテ・ヨコ各２０ｃｍ以上、登録通知書でも可）を公衆の見やすい場所に掲げる必要があります。

３　登録事項の変更届出
登録事項に次の変更が生じた場合は、変更後３０日以内に次の手続きが必要です
○　申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

○　事業所の名称及び所在地

○　申請者が法人である場合においては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）の氏名

○　申請者が未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所

○　使用済自動車に搭載されているエアコンディショナーに冷媒としてフロン類が含まれているかどうかを確認する体制（例えば、使用済自動車に搭載されているエアコンディショナーの構造に関して十分な知見を有する者がいなくなったため、代わりに使用済自動車に搭載されているエアコンディショナーに冷媒としてフロン類が含まれているかどうかを確認するための方法を記載した書類を用意する場合　等）

引取業者変更届出書の提出
○ 次の届出書及び添付書類を作成し、提出してください。
（添付書類は誓約書及び変更の内容に該当するものを提出）

届　出　書　引取業者変更届出書（様式第２）
添付書類１　申請者を確認できる書類（いずれか該当するものを提出）

ア　申請者が法人の場合→商業登記簿謄本

イ　申請者が個人の場合

→住民票の写し（本籍の記載のある住民票抄本又は謄本）

ウ　申請者が外国人の場合

→外国人登録証明書の写し（登録原票記載事項証明書）

エ　申請者が未成年者の場合

　　→法定代理人の住民票の写し（本籍の記載のある住民票抄本又は謄本）

添付書類２　使用済自動車に搭載されたカーエアコンにフロン類が含まれているかどうかを確認する体制を説明する書類

２ 登録申請手続き（新規及び更新）の添付書類２を参照

添付書類３　誓約書【必須】（申請者等が法に定める欠格要件に該当しないことを証明する書面）
添付書類４　案内図→変更しようとする事業所の案内図
※　提出部数は、正本１通、副本１通（申請者控え）です。

※　変更届出書の提出に手数料は必要ありません。

※　商業登記簿謄本、住民票の写し（書類提出時点で発行後３か月以内のもの）はすべて原本の提出です。

４ 登録の更新

引取業者が、引き続き、使用済自動車の引取りを行おうとする場合には、登録を受けてから５年以内にその更新を受けなければなりません。
（更新の申請書や添付書類などについては、新規登録の場合と同様です） 。

①　登録の有効期間内に更新を受けない場合、その効力を失います。

②　登録の更新の申請は、有効期間内の任意の時点で申請することができます。

③　更新の申請書や必要な添付書類については、新規登録の場合と同様です。

④　更新後の有効期間は、登録の更新が行われた日から５年です。

５ 廃業等の場合の届出

登録業者は下記の事項に該当した場合は、その日から３０日以内に次の手続きが必要です。

引取業廃業等届出書の提出
○ 次の届出書及び添付書類を作成し、提出してください。
（添付書類はそれぞれ該当するもの（括弧内のもの）を提出）

届　出　書　引取業廃業等届出書
添付書類　　①個人の事業主が死亡した場合→・届出者：相続人
（相続人の戸籍謄本）

②法人が合併により消滅した場合→・届出者：代表する役員であった者
（商業登記簿謄本）

③法人が破産手続開始の決定により解散した場合
→・届出者：破産管財人
（破産管財人の印鑑証明書）

（破産管財人であることがわかる書面）

④法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散した場合
→・届出者：清算人
（清算人の印鑑証明書）
（清算人であることがわかる書面）

⑤引取業を廃止した場合→・届出者：法人⇒代表する役員

個人⇒本人

※代表役員でない役員が提出する場合

（役員個人の印鑑証明書、商業登記簿謄本）

※　提出部数は、正本１通、副本１通（申請者控え）です。

※　廃業等届出書の提出に手数料は必要ありません。

※　戸籍謄本、商業登記簿謄本、印鑑証明書等（書類提出時点で発行後３か月以内のもの）はすべて原本の提出です。
※　個人の事業主が死亡した場合、その相続人が引取業を継続して行おうとする場合には、新たに登録を受ける必要があります。

